
 

北町五丁目周辺地区地区計画区域内における 

地区計画及び用途地域等の一部変更について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 30 年 10 月 

西東京市都市計画課 

 市では、平成 27 年５月に都市計画決定を行った新東京所沢線北町

五丁目周辺地区地区計画の区域のうち、練馬主要区道 67 号線の沿道
部分について、地区計画及び用途地域等の変更を検討しています。 

 このたび、都市計画の原案を作成いたしましたので、地区計画区

域内の権利者の皆様にご紹介いたします。 

 なお、練馬主要区道 67 号線の沿道以外の部分につきましては、こ

れまでと変更になる事項はありません。 

資料２－１ 
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新東京所沢線の沿道（下図①）は第一種低層住居専用地域から第一種住居地域に、保

谷北荒屋敷線の沿道（下図②）は第一種低層住居専用地域から第一種中高層住居専用地

域に変更しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用途地域の変更と合わせて地区計

画を決定しました。 

地区計画の区域内は、Ａ、Ｂ、Ｃ、

Ｄの４地区に区分し、土地利用の方

針を定めるとともに、Ａ及びＢ地区

には地区整備計画（建築物の建て方

のルール）を定めました。 

 

 

 

１．現在の地区計画等の決定経緯 

新東京所沢線の整備を契機として、平成 27年 5月に用途地域の変更と地区計画

の決定を行いました。 

用途地域の変更 

地区計画の決定 

①新東京所沢線沿道 

②保谷北荒屋敷線沿道 
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放射７号線の沿道（下図①）は第一種低層住居専用地域などから第一種住居地域に、

区道 67 号線の沿道（下図②）は第一種低層住居専用地域から第一種中高層住居専用地

域に変更されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西東京市側の用途地域の変更等の後、練馬区側においても、新東京所沢線がつな

がる放射７号線などの整備を契機として、平成28年3月に用途地域の変更等が

行われました。 

西東京市側と練馬区側の用途地域の変更の結果、区道 67 号線の沿道部分の

一部が第一種低層住居専用地域のままとなっているため、連続性を考慮した

用途地域等への変更を予定しています。 
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用途地域等とは・・・ 

用途地域は、都市計画法と建築基準法に基づき、市街地の大枠としての土地利用を定めるもので、

用途地域に応じて、建てられる建築物の種類が決められています。 

地区計画とは

用途地域とは

●地区計画は、道路等の配置や規模、
建築物等に関する制限などについて、地
区の特性に応じた独自のルールをつくり、
これを都市計画に位置付け、法律で守っ
ていく制度です。

●地区計画は、地区の目標将来像を示
す「地区計画の方針」と、建築物の建て
方のルールなどを具体的に定める「地区
整備計画」で構成され、地域の皆様のご
意見を反映して、街並みなどその地区独
自のまちづくりのルールを、きめ細かく定
めていきます。

●用途地域は、都市計画法と建築基準法に基づき、住居、商業、工業など市街地の大枠としての土地利用を定
めるものです。用途地域が指定されると、それぞれの目的に応じて、建てられる建物の種類が決められます。

低層住宅のための地域です。小規模なお
店や事務所をかねた住宅や、小中学校な
どが建てられます。

主に低層住宅のための地域です。小中学
校などのほか、１５０㎡までの一定のお店な
どが建てられます。

中高層住宅のための地域です。病院、
大学、５００㎡までの一定のお店などが
建てられます。

主に中高層住宅のための地域です。病院、
大学などのほか、１，５００㎡までの一定の
お店や事務所など必要な利便施設が建て
られます。

住居の環境を守るための地域です。

３，０００㎡までの店舗、事務所、ホテルなど
は建てられます。

主に住居の環境を守るための地域です。
店舗、事務所、ホテル、カラオケボックス
などは建てられます。

道路の沿道において、自動車関連施設など
の立地と、これと調和した住居の環境を保
護するための地域です。

まわりの住民が日用品の買物などをするた
めの地域です。住宅や店舗のほかに小規
模の工場も建てられます。

銀行、映画館、飲食店、百貨店などが集ま
る地域です。住宅や小規模の工場も建てら
れます。

主に軽工業の工場やサービス施設等が立
地する地域です。危険性、環境悪化が大き
い工場のほかは、ほとんど建てられます。

どんな工場でも建てられる地域です。住宅
やお店は建てられますが、学校、病院、ホ
テルなどは建てられません。

例えば、このようなルールを定
めることができます

建物の過密化を防ぐため、用途地域の種類
に応じて、敷地面積に占める建築物の建築
面積、延床面積の割合上限があります。

建築面積の割合を「建ぺい率」、

延床面積の割合を「容積率」といいます。

市街地における火災の危険性を防除するた
め、用途地域の種類と建築物の規模に応じ
て、建築物の構造に規制がされています。

建ぺい率、容積率

防火地域、準防火地域

その他の主な規制

高度地区

主に北側隣地の日照や通風、採光の確保などに考慮するために、高さの規制
を行っています。

※市内には他に第3種高度地区を指定しています。

容積率の最高限度等を
定める

・良好な住環境の保全を図
ることができます。

・道路等の整備状況に応じ
た土地利用の適正化を図
ることができます。

…etc

壁面の位置を制限する

・道路等に面した建築物の
壁面の位置を整え、統一感
のある街並みとすることが
できます。…etc

建築物等の用途を制限する

地区の目指すまち
づくりのために

・誘導したい用
途に限定する

・規制したい用
途を定める

ことで地区にふさ
わしい用途への純
化を図ることがで
きます。 …etc

敷地面積の最低限度を定める

細分化を防止します。

高さの最高限度を定める

・建築物のスカイラインの
調和を図ることができます。

・地区周辺の住環境に配慮す
ることができます …etc

建築物等の形態又は色彩等を制限する

・建物の屋根や外壁などの形状・材
料・色彩などを定め、地区の特色を
出すことができます。

・そのほか、屋外広告物などの工作物
の規制もできます …etc

建ぺい率は、「敷地面積に対する建築面積の割

合」、容積率は、「敷地面積に対する延床面積の

割合」で建築可能な建物のボリュームを定める

ものです。 

建ぺい率、容積率 

高度地区及び建築物の高さの限度 

「高度地区」は、主に北側隣地の日

照や通風、採光の確保などに配慮す

るための高さの規制です。 

また、第一種低層住居専用地域で

は、「建築物の高さの限度」が 10

ｍに制限されています。 

防火地域・準防火地域 

市街地における火災の危険性を防ぐため、建築物の規模に応じて、建築物の構造を規制するものです。 

※市内では他に準工業地域、工業地域を指定しています。 ※出典：国土交通省ホームページ 

用途地域 

第１種高度地区・ 
建築物の高さの限度 

第２種高度地区 

（※低層住居専用地域の場合） 
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地区計画は、道路などの配置や規模、建築物等に関する制限などについて、地区の特性に応じた

独自のルールをつくり、これを都市計画に位置付けて守っていく制度です。 

地区計画は、地区の目標・将来像を示す「地区計画の方針」と建築物の建て方のルールなどを具

体的に定める「地区整備計画」で構成され、地域の皆様のご意見を伺いながら、その地区独自のま

ちづくりのルールを、きめ細かく定めていきます。 

 

 地区計画では、このようなルールを定めることができます  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区計画とは・・・ 

壁面の位置を制限

することができま

す 

敷地面積の最低限

度を定めることが

できます 

建築物の高さの最

高限度を定めるこ

とができます 

建築物の用途を

制限することが

できます 

建築物の形態又は色彩その

他の意匠を制限することが

できます 

垣又は柵の構造を制限する

ことができます 



 

 
5 

 

 

 

区道６７号線の沿道部分について、練馬区側の用途地域等との連続性を考慮し、第一種

低層住居専用地域から第一種中高層住居専用地域に変更します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．今回の用途地域等の変更概要 

現行の用途地域等 用途地域等の変更案 

 

 

 

 

 

 

 

 

用途地域 

建ぺい率 

第一種中高層 
住居専用地域 

第一種低層 
住居専用地域 

６０％ ４０％ 

 

容積率 ２００％ ８０％ 

 

高度地区 
第２種 

高度地区 

 

第１種 

高度地区 

 
防火・ 

準防火地域 
準防火 

地域 

 

指定なし 
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区道６７号線の沿道部分の地区の区分を現在のＣ地区からＢ地区に変更します。 

３．今回の地区計画の変更概要 

地区の区分 
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区道 67号線沿道の目標を追加します。 

 

 

 

 

 

 

 

B 地区の土地利用の方針に区道67号線沿道を追加します。 

 

 

 

地区の 

区分 
土地利用の方針 

地
区
計
画
区
域 

地
区
整
備
計
画
区
域 

建
築
物
の
建
て
方
の
ル
ー
ル 

を
具
体
的
に
定
め
ま
す 

Ａ地区 

広域幹線道路（新東京所沢線）の整備にあわせた地域生活

の利便性向上に資する中規模な施設等や中層住宅の立地を

誘導するとともに、後背地の住環境やみどり豊かな環境に配

慮した街並みの形成を図ります。 

Ｂ地区 

保谷北荒屋敷線及び練馬主要区道67号線の沿道として、

みどり豊かな環境との調和を図りつつ、中・低層の住宅を主

体とする落ち着いた街並みの形成を図ります。 

目
標
・
方
針
の
み
を
定
め
ま
す 

(

建
築
物
の
建
て
方
の
ル
ー
ル 

 
 

は
定
め
ま
せ
ん) 

Ｃ地区 
ゆとりをもって建築された低層住宅と、農地等の周辺のみ

どり豊かな環境が調和した良好な住環境の形成を図ります。 

Ｄ地区 

西東京市内の南北方向の主要な広域幹線道路（調布保谷

線）沿道として、自動車利用を想定した店舗等の立地も想定

されることから、周辺の落ち着いた住環境の維持に配慮しな

がら、地域の利便性や活力増進に資する土地利用を誘導しま

す。 

●新東京所沢線沿道においては、現状のまとまりある土地の規模を維持しながら、地域生

活の利便性を高める中規模な施設等や中層住宅の立地を誘導するとともに、後背地の住

環境やみどり豊かな環境に配慮した街並みの形成を目指します。 

●保谷北荒屋敷線及び練馬主要区道 67 号線の沿道においては、周辺環境との調和を図りつ

つ、中・低層の住宅を主体とする街並み形成を目指します。さらに、後背地においては、

低層住宅と農地等のみどり豊かな環境が調和した良好な住環境の形成を目指します。 

 

地区計画の目標 

土地利用の方針 

※変更部分は赤字で表示 

※変更部分は赤字で表示 
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① 建築物等の 
用途の制限 
 
 

目 的 

広域幹線道路沿道にふさわしい、利便性が高く周辺の住環境に調

和した健全で良好な市街地環境を形成するため、建築物等の用途の

制限を定めます。 

ルール 

次に掲げる建築物は建築できません。 

(1)ホテル又は旅館 

(2)自動車教習所 

(3)畜舎 

 

②建築物の敷
地面積の最
低限度 
 
 

目 的 
敷地の細分化を防止し、沿道の良好な住環境の形成を図るため、

建築物の敷地面積の最低限度を定めます。 

ルール 

１００㎡ 

※既に１００㎡を下回っている敷地においては、敷地を分割し

なければ建築することが可能です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区整備計画（          における建築物の建て方のルール） Ａ地区 Ｂ地区 

ルールの内容はこれまでと変わりません。 

Ａ地区 

Ｂ地区 

Ａ地区 

＜現在＞ ＜敷地分割後＞ 

分割して 
建替え 

分割して 
建替え 

２００㎡ 

１９０㎡ 

９０㎡ 

１００㎡ 
１００㎡ 

１００㎡ 
９０㎡ 

９０㎡ 

そのまま 
建替え 
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③ 壁面の位置 
の制限 
 

目 的 
ゆとりのある沿道市街地の環境形成を図るため、壁面の位置の制限

を定めます。 

ルール 
建築物の外壁又はこれに代わる柱の面の位置から隣地境界線まで

の距離の最低限度は０．５ｍとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 建築物等の 
高さの 
最高限度 
 
 
 
 

目 的 
後背地の住環境に配慮しながら、広域幹線道路等の沿道にふさわしい

街並みの形成を図るため、建築物等の高さの最高限度を定めます。 

ルール １７ｍ 

 

 

 

 

 

 

敷地境界線 
壁面の後退 

（０．５ｍ以上） 

壁面の後退 
（０．５ｍ以上） 

Ｂ地区 

Ａ地区 

Ｂ地区 

Ａ地区 

路端から２０ｍまたは３０ｍ 
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⑤ 建築物等の 
形態又は色
彩その他の
意匠の制限 

目 的 
みどり豊かな環境に調和した、落ち着きの感じられる景観の形成を図

るため、建築物等の形態又は色彩その他の意匠の制限を定めます。 

ルール 

建築物等の外壁の形態や色彩は、周辺との調和に配慮するものとし

ます。 

屋外広告物は、建築物との一体性や周辺との調和に配慮した位置、

規模、色彩等とし、街並みの統一感や沿道の雰囲気づくりに寄与する

ような表示・掲出を図るものとします。 

 
 

⑥ 垣又は柵の 
構造の制限 
 

目 的 
ブロック塀等の倒壊による災害を防ぎ、みどり豊かな街並みの形成を

図るため、垣又は柵の構造の制限を定めます。 

ルール 

道路に面する垣又は柵の構造は、生垣又はフェンスとします。 

※フェンス等の基礎で地盤

面からの高さが０．６ｍ

以下のもの又は門柱につ

いてはこの限りではあり

ません。 

 

 

  

⑦土地の利用 
  に関する 
  事項 
 
 
 

ルール 

周辺の樹林地や農地と連続するように敷地内の緑化等に努めるもの

とします。 

樹林地等の保全に努めるものとします。 

店舗等の駐車場は隣地境界に緩衝緑地を設けるなどの配慮に努める

ものとします。 

 

Ｂ地区 

Ａ地区 

Ｂ地区 

Ａ地区 

Ｂ地区 

Ａ地区 

０.６ｍ 

道路 
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地区整備計画区域内で建築物の建築や工作物の建設などを行う際に、工事に着手する３０日前ま

でに、規定の書類を西東京市に届け出る必要があります。 

 

 

 

 

 

地
区
計
画
に
基
づ
く
届
出 

適合 

不適合 

設計変更等 

工事着手の 

３０日前まで 

事
前
相
談 

届
出
審
査 

適合の通知 

設計変更の
勧告 

工
事
着
手 

建
築
確
認
申
請 

４．地区整備計画区域内での建築行為等の手続き 
（Ａ地区及びＢ地区） 
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今後、皆様のご意見を踏まえながら、以下の通り手続きを進めていく予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西東京市都市計画審議会への付議 

都市計画案の公告・縦覧及び意見書の受付 

オープンハウス説明会の開催、原案の公告･縦覧及び意見書の受付 

 

素案の事前説明・原案作成 

 

都市計画案の作成 

関係機関協議・素案作成 

都市計画変更の告示 

 

平成30年 

５．都市計画変更に向けたスケジュール 

●変更区域の関係権利者の皆様へ素案について個別にご説明します。 

●都市計画の原案を作成します。 

●地区計画区域内の権利者の皆様を対象にオープンハウス説明会を開催します。 

●都市計画原案を市役所都市計画課の窓口で縦覧し、地区計画区域内の権利者の

皆様から原案に対する意見書を受け付けます。 

●説明会でのご意見や意見書の内容を踏まえ、都市計画案を作成します。 

平成31年 
１月 
予定 

●都市計画案を市役所都市計画課の窓口で縦覧し、市内にお住まいの方及び利害

関係のある方から都市計画案に対する意見書を受け付けます。 

現在 

８月 

９月 

１０月 

●都市計画案を西東京市都市計画審議会で審議します。 

２月 
予定 

３月 
予定 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問い合わせ先 

都市整備部 都市計画課 都市計画担当 

〒202-8555 西東京市中町一丁目 5 番 1 号 保谷庁舎 5 階 

電話：042-438-4050 ファクス：042-438-2022 

Ｅメール：toshikei@city.nishitokyo.lg.jp  

＜担当者 広瀬（健）、稲越、亀井＞ 

 


